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はじめに
学校で予防すべき感染症（以下，学校感染症）

への対応については学校保健安全法施行規則 1 ）

で定められており，それを学校の方針に合わせて
適用しやすくする目的で，感染症登校許可証明
書を調整し運用してきた 2 ）。2020年初頭からの
新型コロナウイルス感染症（以下，COVID-19） 
の国内流行と行政対応の変化に合わせて改訂を

繰り返してきた 3 ）。感染症法の改正により2023
年 5 月 8 日以降，COVID-19の分類が 2 類から
5 類に変更され，学校感染症における分類も第
1 種から第 2 種に変更 4 ）されて，インフルエ
ンザと同様の扱いになったことを踏まえて，感
染症登校許可証明書も改訂することになった。
本稿はその趣旨説明と運用についてマニュアル
として解説したものである。

要旨：感染症法の改正により2023年 5 月 8 日以降，新型コロナウイルス感染症の分類が 2 類か
ら 5 類に変更され，学校感染症における分類も第 1 種から第 2 種に変更されて，インフルエンザ
と同様の扱いになったことを踏まえて，感染症登校許可証明書も改訂することになった。

厚生労働省や文部科学省の事務連絡で新型コロナウイルス感染症罹患後，登校に際して治癒証
明を求めないことが推奨されていることを踏まえ，インフルエンザと同様に登校の目安を満たし
ていることを自己申告する方式とした。また，改訂以前に用いていた濃厚接触や発症疑いによる
登校禁止を推奨する措置を除外した。その他の学校感染症への対応も含め，本稿は本学で用いて
いる登校許可証明書の趣旨と運用について解説したものである。今回の分類変更により，行政的
な対応については一つの区切りになったが，対策は今後も継続していく必要があり，本稿が教育
機関における学校感染症対策の参考になれば幸いである。
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1．感染症登校許可証明書（信濃町以外の
学生用）
図 1 に信濃町キャンパス以外の学生用感染症

登校許可証明書を示した。最上段は氏名や学籍
番号・学部・学年を自身で記入する欄で，従来
通りである。

その下の①は，罹患後に一定の要件を満たし
ていることを自己申告することで，登校許可を
受けることができる疾患を取り扱う部分であ
る。インフルエンザA（H1N1）2009pdmが新型
インフルエンザとして流行した際，登校に際し
て厚生労働省や文部科学省からの事務連絡 5 ，6 ）

で治癒証明取得を目的とした医療機関の受診を
避けることが推奨された際に設けた経緯がある。

最初の説明として，解熱薬を使用していなく
ても登校の目安に至っていること，罹患した証
明を用意して保健管理センターで面接を受ける
ことを挙げている。最後にCOVID-19に対し
ては文部科学省通知 4 ）を参考に10日間のマス
ク着用を推奨した。

説明の下の枠内は罹患したことを証明するた
めの書類を具体的に挙げている。文部科学省通
知 4 ）では登校に際しての陰性証明や欠席に際し
ての検査証明を必要としないことが示されては
いるが，登校許可証明書の信頼性に関する大学
側の要望を考慮して，厚生労働省の事務連絡 7 ）

にある，やむを得ない場合の事例を参考に設け
ている。なお，定期試験に関しては，病気で受
験できなかった場合の追加試験を受験するため
には診断書が必須であることが学則で定められ
ているため，注意を喚起するための補足説明を
入れている。

その下の表が該当する感染症名とそれぞれの
登校の目安，自己申告の内容を記載する欄であ
る。COVID-19の流行が始まった当初は，その
罹患後だけでなく，濃厚接触者の自宅待機や海
外から帰国した際に待機した場合も申告して登
校許可を得るための欄，さらにはCOVID-19
を疑わせる発熱などの感冒症状があるものの検
査を受けることが難しい時期には，念のための

休んだ場合でも申告して公欠扱いを受けること
ができるようにするための欄を設けていた。今
回の変更により，それらの欄は削除することに
なった。

その下の②は医療機関で受診して記載しても
らう表で，比較的頻度の高い学校感染症が挙げ
られている。それ以外の学校感染症は「その他」
の欄に記載してもらって対応するようにしてい
る。この欄にはインフルエンザやCOVID-19で
あっても，証明が不確実な場合（特にCOVID-19 
の場合，医療機関で受診した際に，口頭で陽性
の結果説明を受けたが，特異的な抗ウイルス薬
が処方されず，普通感冒との区別が困難な事例
が多い）に保健管理センターの医師が詳細を聞
き取り「の疑い」として記入して処理するのに
用いることができるようにしている。さらに稀
とは思われるが，医療機関で記入してもらう場
合（濃厚接触者が発症し，初診時に想定して持
参した場合，何らかの理由で再診した際に持参
した場合など）も想定している。

最下段は保健管理センター使用欄で，面接し
て聞き取った内容や，② の表の内容にもとづ
いて記入する欄である。登校できなかった期間
は指示された登校禁止の期間と一致しない場合
もあるので，学事面で公欠の扱いにする期間を
明確にするため登校できなかった初日と登校初
日を記載する欄，保健管理センタースタッフが
面接した日を確認日として記載する欄を設けて
ある。

2．感染症登校許可証明書（信濃町地区以
外の教職員用，一貫教育校教職員用）
図 2 に信濃町地区以外の教職員が用いる登校

許可証明書の氏名等の記入欄と① 部分を示し
た。氏名等の記入欄には教職員番号，所属地区，
部署のほか，職員の場合は給与に関する規程が
あるため，登校できなかった期間を有給休暇と
して扱うか，有給欠勤として扱うかを選択する
欄を設けている。

教職員は学校保健安全法にもとづいた感染症
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図1　感染症登校許可証明書（信濃町地区以外の学生用）
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による登校禁止の対象ではないため，感染症法
にもとづく隔離などを要する疾患を除けば，登校
禁止は労働契約法にもとづいて学校の管理者の
判断で設ける措置と解釈される。そのため，学
校医と産業医を兼ねる保健管理センター医師が
学校の管理者に勧告する形式をとり，実施に際
しては人事部と対応や課題について協議しなが
ら，必要な情報を確認できる書式になっている。

氏名等記入欄の下の① の内容は，学生用の
ものとほぼ同じであるが，定期試験はないので
注意事項が記載されていない。また，インフル

エンザに関する登校の目安で，成人は若年者
と比較してウイルスの排出期間が短いと報告 8 ）

されていることから，「発症後 5 日間を経過」を
除外していること，定時の講義以外に不規則な
時間帯での勤務を希望する大学教員を想定して

「解熱した後48時間を経過」としていることで
ある。児童・生徒と近い関係にある一貫教育校
の教職員については運用面も考慮し，図 3 のよ
うに登校の目安を児童・生徒の場合に近づけて

「解熱した後 2 日を経過（解熱してから 3 日目）」
としている。

図2　感染症登校許可証明書（信濃町地区以外の教職員用）の上部

図3　感染症登校許可証明書（一貫教育校の教職員用）の上部
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その下の②は学生用と同じであるが，下段の
保健管理センターでの面接時に使用する部分は
図 4 のように学生用とは異なり，人事関係の事
務処理の都合で，登校禁止期間を明記する形式
とともに，所属長，人事課長，人事部長の承認
枠も設けている。

3．英文の感染症登校許可証明書（信濃町
以外の学生用）
図 5 に感染症登校許可証明書（信濃町以外の

学生用）の英文版を示した。構成は和文版と同
じであるが，医療機関で受診した際に事務担当
者が処理を円滑に行うことができるように②の
部分には和訳を付けている。教職員用の英文版
もそれぞれの和文版と同じ構成になっている。

結語
COVID-19が感染症法上の 5 類，学校保健安

全法上の第 2 種への分類変更により，行政的な
対応については一つの区切りになると思われる。
感染症登校許可証の書式の改訂も一段落すると
予想されるが，COVID-19自体が大きく変化し
たということではなく，学校感染症として注意
を要する疾患であることには変わりないので，今
後も流行状況に注意しながら対策を進めていく
必要があると思われる。各種書類は当センター
ホームページでも確認できるので，教育機関に
おける感染対策の参考になれば幸いである。
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図5　感染症登校許可証明書（信濃町地区以外の学生用）英文版
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